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1．序論 

免震構造は、地震発生前から十分な維持管理を行

い、地震時およびその後の復旧復興において免震機

能を十分に発揮できるように備えておく必要がある。

しかし、免震層の性能に関わる免震層水平剛性には

ばらつきがある。ただ、現在の免震建物の維持管理

において免震層水平剛性が確認されることはない。

現在確立している免震層水平剛性の推定手法として

は、免震層の長期モニタリングによって免震層の性

能ばらつきの傾向を調査する方法 1)や、ジャッキを

用いて人工的に建物を自由振動させることで免震層

水平剛性を推定する手法 2)がある。ただ、これらは

人的・時間的・経済的コストが大きく、ほとんど実

施されない。本研究では自然現象である中程度の地

震動（震度 5 弱相当の地震動）を活用し、低コスト

に免震層水平剛性を推定する手法を提案する。加速

度計とけがき式変位計によって観測された地震動加

速度波形と免震層最大変位の 2 つのデータのみを用

いて、容易に免震層水平剛性を推定するものである。 

 

2．推定手法の手順 

 設計時に作成される構造計算書に基づいて免震建

物を多質点系としてモデル化する。加えて、免震層

にけがき式変位計と加速度計を設置し、これらの準

備をした状態で、中程度の地震動の発生を待つ。 

中程度の地震動が発生すると、免震層最大変位と

地震動加速度波形の観測データを得られる。多質点

系モデルに地震動加速度波形を入力し、時刻歴応答

解析を実施する。このとき、構造計算書に示されて

いる免震層水平剛性を生じうるばらつきの上下限内

で変化させながら、繰り返し時刻歴応答解析を行う。

これにより、免震層水平剛性と免震層最大変位の関

係を把握する。これとけがき式変位計により観測さ

れた免震層最大変位を比較し、対応する免震層水平

剛性を推定結果とする。 

本方法では 1つの地震動によって免震層水平剛性

を必ず推定できるとは言い難い。免震層最大変位と

免震層水平剛性の関係の傾向が観測された地震動波

形の周期特性によって異なるためである。図 1から

図 2に模式図を示し、説明する。下限値𝐾𝐿から上限

値𝐾𝑈の免震層水平剛性のばらつきの範囲で、免震層

最大変位が単調な変化となる場合、1つの地震動記

録で免震層水平剛性を推定することができる(図 1)。

しかし、免震層水平剛性のばらつきの範囲で免震層

最大変位の傾向が非単調な変化である場合、免震層

の水平剛性を推定するには 2つ以上の地震動記録が

必要である(図 2)。加えて、けがき式変位計が動か

ず免震層最大変位を観測できない場合、本推定手法

の対象外になる(図 3)。以上のように、免震層最大

変位と免震層水平剛性の関係によって免震層水平剛

性の推定可否が異なる。本内容を確認するため、3

章以降にて数値実験を実行した。 

 

 

図 1 免震層最大変位と免震層水平剛性の関係が単調な場合 
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図 2  免震層最大変位と免震層水平剛性の関係が 

非単調な場合 

 

図 3  免震層水平剛性のばらつきの範囲で免震層 

最大変位が極めて小さくけがき式変位計が動かない場合 

 

3．数値実験例 

3.1解析モデル  

本解析では 7 階建て鉄筋コンクリート造の集合住

宅を想定し、8 質点系モデルを作成した。図 4 にモ

デルを、表 1 にパラメータの値をそれぞれ示す。上

部構造の諸元はばらつかないと仮定し、一定の値で

設定した。 

表 2 に免震材料 1 基あたりの特性値を示す。本モ

デルにおける免震層は、水平剛性のみを有する天然 

ゴム系積層ゴム(以下 NRB)が 22 基と、減衰作用の

みをもつオイルダンパーの 3 基が設置されているモ

デルとした。ここで、設置する全ての免震材料の特

性値が標準値であったとすると、免震層水平剛性

は、NRB の 1 基あたりの水平剛性(標準値)7.46×105 

N/m に、設置する基数である 22 基を掛けて、1.64×

107 N/m であると算出することができる。本研究で

は、この免震層水平剛性 の推定を目指す。 

 

表 1 上部構造の特性値 

層 
質量 

105 kg 

水平剛性 

109 N m-1 

RF 8.82 ― 

7 8.33 1.52 

6 8.33 1.82 

5 8.33 2.00 

4 8.33 2.07 

3 8.43 2.25 

2 8.43 2.61 

図 4 モデル図 1 8.43 3.68 

     

表 2 免震材料の特性値(1基あたりの標準値) 

種類 基数 
水平剛性 

105 N m-1 

減衰係数 

 106 N s m-1 

NRB 22 7.46 ― 

オイルダンパー 3 ― 1.88 

 

3.2 観測地震動(入力地震動) 

 時刻歴応答解析に使用した各地震動の詳細を表 3 

に、各地震動の減衰定数 0.03 の変位応答スペクトル

をず図 5 に示す。本研究において提案する推定手法

では、中程度の地震動を活用して免震層水平剛性を

推定することから、すべての地震動の最大速度が 25 

cm/s となるようにスケーリングし、けがき式変位計

が作動すると考えられる震度 5 弱以上となるように

設定した。加えて、観測地震動の周期特性による本

提案手法の適用性の違いを検討できるよう、変位応

答スペクトルのピーク周期が異なる地震動を選定し

た。 

表 3 観測地震動一覧と詳細 

種 年 地震名 観測点 成分 
震度 

階級 

A 1940 
Imperial 

Valley 

El 

Centro 
NS 5弱 

B 2011 
東北地方 

太平洋沖 
古川 

三日町 
NS 5強 

C 1968 十勝沖 八戸 NS 5弱 

D 1952 
Kern 

County Taft EW 5弱 
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位
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3.3 免震層水平剛性のばらつき範囲 

表 4 に免震層水平剛性のばらつきの範囲を示す。

製品カタログ 3)によると、NRB の水平剛性は製造ば

らつき、経年変化、環境温度変化を合わせて－15%

から＋26%の間でばらつく(表 4)。そのため、本数値

実験においては前述の免震層水平剛性(標準値)1.64

×107 N/m に対して、表 4 における免震層水平剛性

のばらつきの範囲(－15%である 1.39×107 N/m から

＋26%である 2.07×107 N/m の間)で変化させる。本

数値実験では、同範囲のなかで免震層水平剛性を

1.00×105 N/mずつ順次変更し、各免震層水平剛性に

対して繰り返し時刻歴応答解析を行った。 

 

4. 数値実験例の結果 

4.1単調な場合 

 地震動 A を用いた解析により得られた免震層最大

変位と免震層水平剛性の関係を図 6 に示す。本地震

動に対しては、免震層最大変位は免震層水平剛性に

対して単調増加となった。けがき式変位計によって

免震層最大変位が 10.3 cm と測定された場合、免震

層水平剛性は 1.8×107 N/m であると推定することが

できる。免震層最大変位と免震層水平剛性の関係が

単調である場合、1 回の中程度の地震動発生によっ

て免震層水平剛性を推定することができた。 

 

4.2 非単調な場合 

 地震動 B を用いた解析により得られた免震層最大

変位と免震層水平剛性の関係を図 7 に示し、地震動

C を用いた解析により得られた同結果を図 8 に示す。

図 8 には地震動 B による結果もあわせて示した。い

ずれの地震動に対しても、免震層最大変位と免震層

水平剛性の関係が非単調である。地震動 B が発生し

けがき式変位計によって免震層最大変位が 13.3 cm

と観測された場合、免震層水平剛性の候補は図 5 の

ように 2 つ出現し、特定できない。そこで、次にー

地震動 C が発生したとき、けがき式変位計によって

免震層最大変位が 11.0 cm と測定された場合、地震

動 B による結果と組み合―わせることで、免震層水

平剛性は 1.8×107 N/m であると推定できる。免震層

最大変位と免震層水平剛性の関係が非単調である場

合、複数回の中程度の地震動発生によって免震層水

平剛性を推定できた。 

 
図 5  入力地震動の減衰定数 0.03の変位応答スペクトル 

表 4 免震層水平剛性のばらつきの範囲 

水平剛性を変化させる要因 
水平剛性の 

変動範囲 

製造ばらつき ±10% 以内 

経年変化 ＋10% 以内 

環境温度変化 

20 ℃から±20 ℃ 

(＋)側 ＋6% 以内 

(－)側 －5% 以内 

合計 
(＋)側 ＋26% 以内 

(－)側 －15% 以内 

 
図 7 地震動 Bを入力地震動としたときの 

免震層最大変位と免震層水平剛性の関係  

 
図 6 地震動 Aを入力地震動としたときの 

免震層最大変位と免震層水平剛性の関係 
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4.3 けがき式変位計が動かない場合 

 地震動 D を用いた解析により得られた免震層最大

変位と免震層水平剛性の関係を図 9 に示す。この地

震動に対しては、免震層水平剛性のばらつきの範囲

内で免震層最大変位が常に 1 cm 未満という極めて

小さい結果となった。このとき、実際にけがき式変

位計の目視調査を行っても、免震層最大変位は正確

に測定できないと考えられる。よって、本結果から

は震度 5 弱以上の地震動が発生しても、免震層最大

変位が極めて小さくけがき式変位計が動かない場合、

本推定手法を用いることは困難であることが分かっ

た。そのため、この状況で免震層水平剛性を推定す

るためには次の地震発生を待つ必要があることがわ

かる。 

 

 

 

5. 結論 

 本研究では低コストかつ容易に免震層水平剛性を

推定する新たな推定手法を提案した。加えて、数値

実験を行うことにより提案手法の使用可否を検討し

た。 

 数値実験の結果、1 回あるいは複数回の中程度の

地震動発生によって経年後の免震建物における免震

層水平剛性を推定できる可能性があることが明らか

になった。一方で、免震層最大変位が極めて小さく、

ほとんどけがき式変位計が作動していない場合には、

本推定手法によって免震層水平剛性を推定すること

は困難であることも明らかになった。 

 本研究は数値実験による免震層水平剛性の推定手

法の提案である。加えて、本研究のモデルは免震層

に 2 つの免震材料しか設けていない、簡易化された

モデルを活用した。そのため、今後の課題としては、

本推定手法を実建物に使用し、実際に免震層水平剛

性の推定が可能であるのか検討するために、複数の

免震材料を設置している建物を想定したモデルで、

免震水平剛性を推定する必要がある。さらに、数値

実験のみならず、実建物においてモニタリングされ

た観測記録を用いて、本推定手法が適用可能である

のか検討していく必要がある。 
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図 8 地震動 Cを入力地震動としたときの 

免震層最大変位と免震層水平剛性の関係と図 5の比較 

 
図 9 地震動 Dを入力地震動としたときの 

免震層最大変位と免震層水平剛性の関係 
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